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石油産業を取り巻く環境 
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日本における石油製品需給の見通し 

 

国内の石油製品の需給推移と見通し    
中長期的に需給ギャップの拡大が進むなか、継続的な能力適正化が求められる公算大／加えて、更なる需給ギャップの拡大リスクも想定される 

（注） 1. ベースシナリオはJPECの需要見通し、リスクシナリオは2030年の需要が2015年対比半分になると仮定 

 2. ベースシナリオの需要見通しに対し、今後供給能力の削減が行われなかった場合の数値 

中長期的な国内の石油製品の
需給ギャップは、人口減や燃費
改善などの構造的な要因によ
る内需減を受けて、拡大が見
通される 

足元の需給ギャップは縮小傾
向にあるものの、再び拡大に
転じる公算大 

従って、今後も継続的に能力適
正化が必要になる可能性あり 

加えて、石油製品を取り巻く環
境は不透明感が強いことから、
更なる需給ギャップの拡大リス
クも懸念される 

（百万BPD） 

業界環境 

 構造的な需要減少 

 供給過剰状態解消のため
業界再編が進展 

供給過剰 
供給能力の適正化による 

需給ギャップ縮小 

内需減少に伴う 

需給ギャップの拡大 

（出所）経済産業省「エネルギー供給構造高度化 

     法について」および各種資料より弊行作成 

0
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需要 需給ギャップ （年度） 

更なる 

拡大リスク 

継続的な能力適正化が必要 

需給ギャップ幅 

約110万bbl/日2 

リスク 

シナリオ1 

ベース 

シナリオ1 

需給ギャップの拡大要因 

 

 
再生可能エネルギー 

への転換 

 

 
自動車電動化 

の進展 

 

 
アジア諸国の 

供給能力拡大 

 

 人口の減少 燃費の向上 
 

 燃費の向上 

構造的な要因により、内需は中長期的に減少傾向 

需給ギャップ幅：約110万bbl/日2 

継続的な能力適正化が必要 

（出所） JPEC「アジアを中心とした石油製品需給動向と主要な製油所プロジェクトに関する調査」 、「今日の石油産業2017」（石油連盟）、 

     経済産業省「生産動態統計」などをもとに弊行作成 

 

エネルギー供給構造高度化法の概要 

 

高度化法1次告示 

重質油分解装置の装備率向上を義務付け 

FY10～14 

高度化法3次告示 

減圧蒸留残渣油平均処理率向上を義務付け 

FY17～21 

高度化法2次告示 

残油処理装置の装備率向上を義務付け 

FY14～16 

 非化石エネルギー源の利用の促進 

 化石エネルギー原料の有効な利用の促進 

法律の目的 
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石油製品の需給ギャップの想定以上の拡大リスク 

石油製品の需給ギャップの更なる拡大リスク 
自動車電動化の進展や、アジア諸国の供給能力拡大も相まって、石油製品の需給ギャップが想定以上に拡大する可能性あり 

加えて、将来的には、自動車電
動化の進展やアジア諸国の供
給能力拡大により、需給ギャッ
プの拡大が想定以上に進展す
る可能性が懸念される 

石油製品の需要内訳を見ると、
自動車が全体の47%と最大
となっているため、EV化が進
展した場合のガソリン需要減
少の影響は大きい 

中国・インドといったアジア諸
国では製油所の新増設が予
定されていることから、石油
製品の輸出環境が悪化する
可能性あり 

（出所）石油連盟「今日の石油産業2017」、石油連盟統計資料、JPEC「国内外の石油製品需給と品質規制動向」をもとに弊行作成 

石油製品の需給ギャップが想定以上に拡大するリスクあり 

アジア諸国の供給能力拡大 自動車電動化の進展 

今後のアジア諸国の供給能力推移見通し 

石油製品の用途別国内需要（2015年） 

今後の電動車1の販売台数見通し（国内） 
（万台） 

（年） 

自動車電動化に伴い、 

ガソリン需要が減少する可能性あり 

アジア諸国の供給能力拡大に伴い、 

輸出環境が悪化する可能性あり 

28
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(百万BPD) 

（年） 

自動車 
家庭・業務 

鉱工業 

電力 

その他 

化学用原料 

自動車が 

全体の47％を占める 

輸出 

国内販売他 

石油製品の輸出比率（2016年度） 

国内生産の 

約2割が輸出向け 

0

100

200

300
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（注） 1. 電動車にはMild-HV、Full-HV、PHV、EV、FCVが含まれる。詳細は次頁参照 
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電動車普及によるガソリン需要の減少可能性 

（ご参考）電動車普及によるガソリン需要減少の可能性 
急進ケースでは2035年の国内販売台数の90％以上が電動車となることから、ガソリン需要が大幅に減少する公算大 

（出所）各種資料、ヒアリングより弊行作成 （出所）各種資料より弊行作成 

弊行では、ユーザーのパワート
レイン選択に影響を与える主な
要素を変数として、電動車普及
の見通しを試算 

その結果、国内販売台数に占
める電動車の割合は、急進
ケースでみると、 2016年の
22％から2035年には93％へと
大幅に拡大する見込み 

これにより、2035年に向けて、

ガソリン需要が大幅に減少する
公算大 

電動車の種類 

 

Mild-HV 
エンジン走行で発電機を回し、 

発電された電気でエンジンをアシスト 

Full-HV 
エンジン走行で発電機を回し、 

発電された電気でモーター走行 

PHV 
外部電力にて充電が可能。 

モーターによる走行距離を拡大 

EV 
エンジンを搭載せず 

モーターのみで走行 

FCV 
燃料電池で酸素と水素を反応させ、 

発生した電気でモーター駆動 ガソリン 

利用なし 

ガソリン 

利用少 

急進ケース ベースケース 

車両の 

国内販売 

台数見通し 

（弊行試算） 

内燃機関車 Mild-HV Full-HV PHEV EV FCV 

（万台） 

電動車 

93% 

（年） 

（万台） 

（年） 

電動車 

79% 

弊行試算に 

おける変数 

今後の 

方向性 

車両価格 燃料価格 航続可能距離 
充填・充電 

インフラ 
環境規制 

① ② ③ ④ ⑤ 

2035年に向けて、ガソリン需要が大幅に減少する公算大 

電動車 

22% 

電動車 

22% 
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石油の社会的重要性と石油元売の役割 

 

石油元売の経営基盤強化の重要性   
石油は、わが国における重要なエネルギー源として位置づけ／石油元売においては、石油の安定供給継続に向けて経営基盤強化が重要 

わが国では、1973年のオイル
ショック以降、石油に代わるエ
ネルギーの導入を進めてきた
結果、石油依存度が低減 

しかしながら、足元でも依然、
石油が最重要なエネルギー源。
これは、石油が他の一次エネ
ルギーと比して、持ち運びやす
さ、用途の幅広さといった点で
優位にあるため 

かかるなか、石油元売におい
ては、石油を安定供給する存
在として、経営基盤を強化して
いくことが重要 

なお、エネルギー安全保障の
観点からも石油元売が国全
体にとっても重要な位置づけ
である旨が明文化されている 

（出所）資源エネルギー庁「資源エネルギー統計」および各種資料より弊行作成 

 石油精製業は、わが国のエネルギー供給を支える重要
産業。特に、危機時に電力やガスの供給に支障が生じた
場合、エネルギー供給を支えるラスト・リゾート機能を期
待される産業である。 

 このため、石油精製業の産業競争力強化を通じた収
益基盤の安定化は、各企業レベルの話にとどまらず、
国としても、エネルギー・セキュリティに関わる極めて
重要な課題である。 

産業競争力強化法調査 

 今後も国内需要がさらに減少することや、国際市場に

おける石油製品取引の活発化等により、石油産業間

の国際競争が激化することが見込まれる中で、国内の

石油精製・元売企業が将来にわたりエネルギー安定

供給の担い手としての役割を果たしていくためには、

持続的な成長を志向し、安定的な経営基盤を確保して

いくことが必要です。 

エネルギー白書 

石油元売においては、石油の安定供給継続に向けた経営基盤強化が重要 

一次エネルギーの約4割を占める 

重要なエネルギー源 
石油 石炭 天然ガス 

持ち運び易さ ◎ ○ △ 

用途の幅広さ ◎ △ △ 

熱効率 ○ △ ◎ 

環境負荷 △ × ○ 

資源偏在性 △ ○ △ 

わが国の一次エネルギー供給の構成（2015年） エネルギーの特徴比較 

石油は移動性・用途の幅広さで優位なエネルギー 

  （ご参考）エネルギー安全保障の考え方 

石油 

39% 

石炭 

25% 

天然ガス 

25% 

再エネ 

4% 

水力 

3% 
原子力 

1% 

その他 

3% 
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Ⅱ. 

石油元売の目指すべき姿～化学との連携 
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石油元売の戦略オプションイメージ 

経営基盤強化に向けた石油元売の戦略オプション 
経営基盤強化に向けた戦略オプションは種々あるも、複合的な戦略実行が必要／本日は、議題である「石油と化学の連携」（ケミカルシフト）にフォーカス 

（出所）石油連盟「石油産業が目指すべき方向（石油産業の成長戦略）」にもとづき弊行作成 

金属・水素 

石炭等 

石油元売が経営基盤強化を目指
すにあたっては、以下のような戦
略オプションが想定される 

① 周辺領域（電力、ガス）進出に
よる総合エネルギー企業化 

② 石油精製、給油所運営ノウハ
ウを活用した海外展開 

③ 川下の化学事業への展開 

（「ケミカルシフト」）  

 選択肢は種々あるも、単独では
本業の収益減を補完することが
難しいと考えられることから、 

複合的な戦略実行が必要 

 今回は議題である「石油と化学
の連携（ケミカルシフト）」に注目 

石油元売 

石油精製 SS経営（小売） 

②海外展開 

給油所運営 

製油所建設 

資源開発 

本日のテーマ 

  

基礎化学品 高機能製品 

ベンゼン・トルエン等 

③ケミカルシフト 

芳香族品（BTX） 

液晶フィルム・有機EL材料等 エチレン・プロピレン等 

■：Express  

■：Global Forwarding 

発電（火力等） 電力卸売 ガス卸売 

電力小売 ガス小売 

ガス田開発 

電力 ガス 

①総合エネルギー企業化 

その他 
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エチレン換算内需と石油製品の内需の推移および見通し 

（10年＝100） 

化学事業の特徴 
化学品は、原油を起点として石油製品から連なる連産品／幅広い産業を支える「基盤素材」であることから、底堅い需要が期待できる 

原油起点の化学事業のサプライチェーン 

原油 石油精製 分解・分離 転換 加工・組立 重合 最終製品 

石油製品 基礎化学品 誘導品 

ナフサ 

ガソリン 

軽油 

灯油 

重油 

エチレン 

プロピレン 

芳香族（BTX） 

プラスチック 

合成ゴム 

溶剤 

合成繊維原料 

界面活性剤 

川上 川下 

部材・製品 

ゴム加工 生活資材 

インフラ 

樹脂成形品 自動車 

医薬 

繊維・アパレル 

化粧品・トイレタリー 

高機能フィルム 電機 

塗料 

幅広いユーザー産業を支えることから、底堅い推移が見込まれる 

化学が支える 

幅広いユーザー産業 

自動車 

生活資材 

（出所）経産省「生産動態統計」、財務省「貿易統計」、経産省「石油化学産業の市場構造に関する調査報告」、 

     JPEC「アジアを中心とした石油製品需給動向と主要な製油所プロジェクトに関する調査」より弊行作成 

インフラ 

電機 

70

80

90

100

10 12 14 16 18 20 30

石油製品の内需 

エチレン換算内需 

（年） 

予想 

化学事業の特徴としては、以下
2点が挙げられる 

原油を起点として、石油製品
から基礎化学品、誘導品と連
なる連産品である 

様々な部材・製品として、自
動車、電機をはじめとする幅
広いユーザー産業を支える
「基盤素材」であり、特定分野
への依存が少ないことから、
底堅い内需が期待できる 

 

（出所）各種資料より弊行作成 
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付加価値率1の比較 

（2012年度～2014年度の平均値） 

付加価値率1の比較 

（2012年度～2014年度の平均値） 

原油起点のサプライチェーンと事業領域比較 

石油元売にとっての化学事業の位置づけ 
化学事業は、石油精製事業に比して総じて高付加価値となる傾向／垂直統合により石油精製から基礎化学までの競争力強化が期待できる 

化学事業は、石油精製事業と
比べ総じて高付加価値となる
傾向 

なかでも、基礎化学は、担い手
が化学メーカーと石油元売とで
重複しているため、垂直統合に
より石油精製から基礎化学まで
の競争力強化が期待できる 

（出所）各種資料より弊行作成 

垂直統合によって石油精製から基礎化学までの競争力強化が期待できる 

化学メーカー 

サプライチェーン 川上 川下 

原油 石油精製 分解・分離 転換・重合 等 

石油製品 基礎化学品 誘導品 製品 

日本 

海外 石油会社など 化学メーカー プ
レ
イ
ヤ
ー
と
事
業
領
域 

石油元売 

低い 
高い 

付加価値 

4.1% 

10.8% 

25.5% 

石油製品 基礎化学品 誘導品 

（プラスチック） 

付加価値 

（出所）経産省「工業統計」より弊行作成 

化学事業は、石油精製事業に比して総じて高付加価値となる傾向 

担い手が重複 

（注）1. 「付加価値率」＝「付加価値額／製造出荷額」にて計算 
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事業ポートフォリオの変革と収益性比較 

FY2007 vs FY2016 
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'07 '16
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日系化学メーカーを取り巻く環境 
グローバル競争下、機能性化学に集中投資／基礎化学事業は、投資の優先度が上がり難い状況 

（注）1. 合算対象は、以下3社の対象期間における経営計画上の投融資の金額（三菱ケミカルホールディングスのFY08-10および16-20、 

     住友化学のFY07-09および16-18、三井化学のFY 08-10および16-25） 

日系化学メーカーは機能性化学へのシフトが遅れている結果、収益面でグローバル大手に劣る 

基礎化学 

機能性化学 

その他 

営業利益率（右軸） 

0%
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40%

60%
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100%

'07 '16

BASF Dow Chemical DuPont 三菱ケミカル 住友化学 三井化学 

2017/8月に経営統合 

0%

4%

8%

12%

16%

20%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

'07 '16

10% 

営業利益率 売上高構成比率 

（出所）各社IR等より弊行作成 

0%

4%

8%

12%

16%

20%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

'07 '16

日系化学メーカーの投資配分1 

日系化学メーカーはグローバ
ル大手に比して、営業利益率
が低い傾向 

グローバル大手は、高付加価
値かつ安定性が高い機能性
化学事業への事業ポートフォ
リオのシフトにより高い収益
性を確保 

かかる状況下、日系化学メー
カーは機能性化学事業への集
中投資を進めており、基礎化学
品事業に対する投資の優先度
が相対的に劣後する状況 

（出所）各社IRより弊行作成 

日系化学メーカーは、機能性化学への投資配分を高める傾向 

2倍弱に拡大 

（億円） 
0 2,000 4,000 6,000

10年代後半 

00年代後半 

基礎化・その他 機能性化学 



13 

1.11  9.20 

2.11  8.20 

4.11  6.20 

3.71  6.60 

3.11  7.20 

10.51  0.20 

11.31  1.00 

18.71  8.40 

19.31  9.00 

12.31  2.00 

Top↓  ガイド 

17.16 

3.40 

7.56 

6.20 

1.16 

12.60 

13.96 

0.20→ 

12.16 

1.60 

21.76 

8.00 

20.36 

6.60 

7.16 

6.60 

13.56 

←0.20 

16.76 

3.00 

19.96 

6.20 

26.36 

12.60 

Left→ 

ガイド 

9.20 1.11 

8.20 2.11 

6.20 4.11 

6.60 3.71 

7.20 3.11 

0.20 10.51 

1.00 11.31 

8.40 18.71 

9.00 19.31 

2.00 12.31 

ガイド Top↓  

3.40 

17.16 

6.20 

7.56 

12.60 

1.16 

0.20→ 

13.96 

1.60 

12.16 

8.00 

21.76 

6.60 

20.36 

6.60 

7.16 

←0.20 

13.56 

3.00 

16.76 

6.20 

19.96 

12.60 

26.36 

ガイド 

Left→ 

本文ページ 

基礎化学事業の方向性（弊行仮説） 

石油元売 化学メーカー 

石油元売主導での石油精製・基礎化学の統合が有望な選択肢 

新たな経営基盤の確立 機能性化学事業の強化 

高付加価値な基礎化学事業の強化も選択肢 基礎化学事業への投資の優先順位が劣後 

石油元売主導での石油精製・基礎化学の統合（弊行仮説） 
石油元売主導での石油精製・基礎化学の統合が有望な選択肢／具体案は①複数コンビナートの隔地間連携、②集約統合による大規模コンビナート化 

各プレイヤー
の状況 

取り組みの 

方向性 

（弊行仮説） 

石油製品 

需要 

グローバル 

競争 

具体案 

①複数コンビナートの隔地間連携 

パイプライン 

を通じた相互連携 

原材料の融通等に 

よる競争力の最大化 
柔軟な生産能力の 

調整を実現 

②集約統合による大規模コンビナート化 

ｽｸﾗｯﾌﾟ&ﾋﾞﾙﾄﾞにより 

生産体制を最適化 

集約統合による 

スケールメリット追求 

原材料 基礎化学品 

エネルギー 

石油元売と化学メーカーが置
かれた状況を踏まえると、基礎
化学事業の連携強化にあたっ
ては、「石油元売主導での両事
業の統合」が有望な選択肢で
あると推察 

その際の具体案としては、以下
の2点を想定 

① 複数コンビナートの隔地間
連携（パイプライン敷設） 

パイプラインを通じて、隔地間
で原材料や留分等を融通す
ることで競争力を最大化 

同時に、製品も融通すること
で、柔軟な生産能力の調整を
実現 

② 集約統合による大規模コン
ビナート化 

点在する設備を集約統合 

することで、スケールメリットを
追求 

同時に、スクラップ&ビルドを
行うことで、石油・石化の生産
体制を最適化 

（出所）各種資料より弊行作成 
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統合実現に向けて検討すべきポイント（弊行仮説） 

石油精製・基礎化学の統合に向けて検討すべきポイント（弊行仮説） 
ただし、石油精製・基礎化学の統合実現に向けては、投資・廃棄に関わる意思決定、ステークホルダーとの調整など検討すべきポイントが多い 

（出所）各種資料より弊行作成 

複数コンビナートの 

隔地間連携 

集約統合による 

大規模コンビナート化 

実現に向けて検討すべきポイント 

新規投資・設備廃棄を伴う可能性 

ただし、石油精製・基礎化学の
統合の実現に向けては、検討
すべき様々なポイントが想定さ
れる 

次章では、特に①遊休地の活
用、②地域経済への影響最小
化に関わる論点について考察 

投資・廃棄に関わる 

意思決定 

発生する 

遊休地の活用 

新規設備の 

競争力最大化 

ステークホルダー 

との調整 2 

ファイナンス 

廃棄費用の調達 

リビルド 

投資合理性の確保 

地域経済への 

影響最小化 

ユーザー産業への 

供給責任の履行 

投資資金の調達 

雇用の維持 

地方自治体の税収維持 

1 

パイプライン敷設 
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Divider 1 

Ⅲ.  

保有資産の活用可能性 
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コンビナートの主な特徴と想定される跡地活用例（弊行仮説） 

製油所の跡地利用例 

（）内は計画 

コンビナートの特徴と活用可能性（弊行仮説） 
コンビナートは様々な輸送モードが使える魅力的な立地であり他業種を含めた多様な跡地活用に期待／土地が広いため複数事業での併用も検討可能 

コンビナートは、港湾立地等の
特徴を有しており、様々な輸送
モードが使える魅力的な立地
であることから、他業種を含め
た多様な跡地活用の可能性が
期待できる 

但し、土地が広大であるため、
一部を既存事業に利用し、残り
を新規事業に活用することも検
討可 

足元のコンビナートの跡地活
用方法（油槽所、発電所等）
に加え、物流拠点等の新たな
活用方法も想定される 

（出所）各種資料および各所ヒアリングより弊行作成 

コンビナートの特徴 

港湾に 

幅広く面する 
幹線道路への 

アクセス良好 
規模が大きい 工業地に近接 

年 系列1 場所 主な利用状況 

99 
昭和シェル 

石油 
新潟 太陽光発電所 

03 出光興産 兵庫 

太陽光発電所 

（LNG火力発電所） 
（中央卸売市場） 

04 出光興産 沖縄 油槽所 

09 
JXTG 

エネルギー 
富山 油槽所 

11 
昭和シェル 

石油 

京浜 

扇町 

バイオマス発電所 

アスファルト基地 

13 コスモ石油 坂出 油槽所 

14 
JXTG 

エネルギー 
室蘭 油槽所 

14 出光興産 徳山 油槽所 

（出所）各種公開情報より弊行作成 

【要検討】 
 「インバウンド」だけ用語が浮いてる 

他業種による利用も含めたコンビナート跡地の有効活用が可能 

新たな有効活用方法 

物流拠点 

インバウンド 

商業施設 

データセンター 

医療施設 

レジャー施設 

アカデミア 

宿泊施設 

既存の活用方法 

油槽所 

太陽光発電所 

LNG火力発電所 

バイオマス発電所 

コンビナート用地 

（注） 1. 閉鎖当時ではなく、現在の系列で表記 
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（ご参考）コンビナートの分布 

所在地および能力1 

製油所：千バレル/日  エチレンプラント：千トン/年 

仙台 

製油 145 

北海道 

製油 160 

千葉 

製油 669 

エチレン 2,097 

鹿島 

製油 197 

エチレン 481 

川崎・根岸・京浜 

製油 575 

エチレン 895 

愛知 

製油 120 

四日市 

製油 341 

エチレン 493 

大阪・堺 

製油 350 

エチレン 455 

水島 

製油 320 

エチレン 496 

四国 

製油 138 

麻里布 

製油 120 

山口・周南 

製油 120 

エチレン 623 

大分 

製油 136 

エチレン 615 
出光興産 120 

JXTGエネルギー 145 
JXTGエネルギー 120 

出光興産 160 

JXTGエネルギー 128 

太陽石油 138 

鹿島石油       197 

三菱ケミカル  481 

コスモ石油          86 

昭和四日市石油   255 

東ソー               493 

コスモ石油             177 

JXTGエネルギー   129 

出光興産               220 

富士石油               143 

丸善石油化学        480 

京葉エチレン          690 

三井化学               553 

出光興産               374 

JXTGエネルギー（川崎）  235 

JXTGエネルギー（根岸）  270 

東亜石油                          70 

JXTGエネルギー             404 

東燃化学                         491 

和歌山 

製油 128 

JXTGエネルギー 136 

昭和電工             615 

西部石油   120 

出光興産    623 

JXTGエネルギー                   320 

三菱ケミカル旭化成エチレン  496           コスモ石油               100 

JXTGエネルギー     135 

大阪国際石油精製   115            

三井化学                 455 

エチレンプラント、製油所は全国に点在し、基数も多い 

（注） 1. 製油所は2017年11月、エチレンプラントは2017年7月時点の能力 

  

（出所）石油化学工業協会HP、石油連盟HP、.石油通信社「平成29年石油資料」より弊行作成 

製油所・エチレンプラントの稼動年数 

（2018年基準） 

（出所）各種資料より弊行作成 

エチレンプラント 

社名 場所 年数 

1 三井化学 千葉 51 

2 出光興産 周南 50 

3 丸善石油化学 千葉 49 

4 JXTGエネルギー 川崎 48 

5 三菱ケミカル旭化成 水島 48 

6 三井化学 堺 48 

7 東ソー 四日市 46 

8 東燃化学 川崎 46 

9 昭和電工 大分 41 

10 出光興産 千葉 33 

11 三菱ケミカル 鹿島 26 

12 京葉エチレン 千葉 24 

製油所 

社名 場所 年数 

1 太陽石油 四国 80 

2 JXTGエネルギー 和歌山 77 

3 JXTGエネルギー 麻里布 75 

4 コスモ石油 四日市 75 

5 東亜石油 京浜 63 

6 昭和四日市石油 四日市 60 

7 JXTGエネルギー 水島 57 

8 JXTGエネルギー 川崎 56 

9 出光興産 千葉 55 

10 コスモ石油 千葉 55 

11 JXTGエネルギー 根岸 54 

12 JXTGエネルギー 大分 54 

13 JXTGエネルギー 堺 53 

14 JXTGエネルギー 千葉 50 

15 コスモ石油 堺 50 

16 富士石油 袖ヶ浦 50 

17 西部石油 山口 49 

18 鹿島石油 鹿島 48 

19 大阪国際石油精製 大阪 47 

20 JXTGエネルギー 仙台 47 

21 出光興産 北海道 45 

22 出光興産 愛知 43 
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物流業界を取り巻く環境変化とコンビナート跡地の活用可能性 

コンビナート跡地の活用可能性 ①物流拠点への転用（1） 
物流業界においては、臨海部広大地への大型物流施設建設ニーズが高まっている 

業界の 

課題 

対応の 

方向性 

物流業界の課題解決案の1つとしてコンビナート跡地の大規模物流施設化が検討可能 

（出所）経済産業省「平成28年度わが国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備（電子商取引に関する市場調査）」、 

     厚生労働省「一般職業紹介状況」などをもとに弊行作成 

近年、物流業界では、①EC物

流の拡大、②労働力不足、③
パリ協定等の環境規制への対
応が課題 

各課題の対応として、物流拠点
の集約による効率化、就労環
境の改善、モーダルシフトの推
進などが想定される 

実現に向けては、ハブとなる 

大型物流施設の開発が重要 

この際、臨海立地かつ広大と
いった特徴を有するコンビナー
ト跡地を利用することも一案 

物流拠点の集約による効率化 就労環境の改善 モーダルシフトの推進 

BtoC EC市場規模（年） 運搬・運輸職の有効求人倍率（年度） CO2排出規制1における目標値（年） 

労働力不足 環境規制への対応 

地球温暖化対策計画 

運輸部門として 

削減目標を設定 

2013年 

225百万ト
ン/CO2 

2020年 

163百万ト
ン/CO2 鉄道輸送 内航海運 

物流効率化の一環としてモーダルシフトを推進 

環境規制対策 

トラック輸送 

アクセス 設備 

リードタイムの短縮 小口化・多頻度化 一貫輸送の拡大 

EC物流の拡大 

跡地 

活用 

可能性 

0.0

1.0

2.0

'10 '12 '14 '16

臨海部における大型物流施設開発 

100

150

200

250

'13 '20

（兆円） （倍） （百万トン） 

（注） 1. 環境省「地球温暖化対策計画」における運輸部門の目標値 

臨海立地 
相応の規模の 

土地 
駅・ICに近接 

主要都市からの 

良好なアクセス 

0

5

10

15

'10 '12 '14 '16
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コンビナート跡地の物流拠点化の絵姿 

コンビナート跡地の大規模物流拠点への転用により、理想的な物流体制を実現／その他、期待される効果は、資産価値の向上、地域経済への貢献など 

湾岸に面した大規模な土地を
有するコンビナートの跡地を利
用することで、陸海一体の効率
的な物流体制を築くことが可能 

その効果としては、コンビナート
跡地の資産価値向上を図るこ
とができる点、税収・雇用など
の観点から地域経済に大きく
貢献できる点が挙げられる 

駅 IC 

臨海大型 

物流施設 

物流拠点 港 

海外 

理想的な 

物流体制の 

絵姿 

日本 

期待される 

効果 

店舗 

配送 

センター 

店舗 

個人宅 

個人宅 

個人宅 

陸海一体の物流体制の構築を通じて、理想的な物流体制を実現 

コンビナート跡地の活用可能性 ①物流拠点への転用（2） 

（出所）各種資料より弊行作成 

 陸海輸送の連携強化による効率化 

 モーダルシフトによるCO2削減 

臨海部 

従業員の通勤利便性 

（＝労働力確保） 

駅・IC近辺 

資産価値の向上 地域経済への貢献 
2 1 
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横浜地区 

（ご参考）湾岸地域の物流拠点化 
足元では、横浜地区や大阪地区などの湾岸地域において、大規模物流施設の新設が進んでいる 

横浜地区・大阪地区では湾岸
地域における大規模物流施設
の新設が相次いでいる 

今後も、港湾計画等により臨海
地域の再整備が進展するとみ
られる 

（注） 1. 辰巳商会、住友倉庫、上組、三菱倉庫、日新、山九、 

     近畿港運が株主の管理会社 

（出所）横浜国際川崎港湾「中期経営計画」、横浜市「横浜港港湾計画書」 
     および各種報道記事をもとに弊行作成 

大阪地区 

南本牧倉庫 

事業者 三井倉庫 

住所 横浜市中区 

延床面積 約31,565㎡ 

完成時期 2017年11月 

MCUD 本牧 

事業者 三菱商事都市開発 

住所 横浜市中区 

延床面積 約69,837㎡ 

完成時期 2016年1月 

夢洲コンテナターミナル 

事業者 夢洲コンテナターミナル1 

住所 大阪 

倉庫面積 約675,000㎡ 

完成時期 2017年1月（伸長） 

南本牧地域 

 

整備事業 

http://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_content/content

/000685478.pdf 

 

日新：https://www.nissin-

tw.co.jp/company/base/warehouse/detail/p

ost_11.html 

http://www.city.kobe.lg.jp/information/proj

ect/port/port/img/pro3-3.pdf 

 

夢洲ロジスティクスセンター構想 

コンテナターミナル直結のロジスティクスセン
ターを作成 

山九や上組が既に同施設内にてセンター運
営を行っている 

 

（出所）大阪市「夢洲まちづくり構想」および各種報道記事より弊行作成 

夢洲 

オーシャンフロントを活かし、物流施設のほか、 

スポーツ施設やレクリエーション施設 

（統合型リゾート等）の誘致に向けて整備中 

整備区画 

本牧 

ふ頭 

南本牧 

ふ頭1 

市民生活や地域経済を支える高効率な港湾施設 

を配置した物流関連ゾーンとして整備 

新本牧ふ頭（計画） 

（注）1. 平成31年に東側の埋め立て完了予定 

国際貿易港（横浜港・川崎港）の近辺に位置 

東日本における国際ハブポートとして、わが国産業の 

活性化に寄与、活力ある地域社会の形成に貢献 

高規格コンテナターミナルと背後の産業、物流関連用地が 

一体的に機能する国際物流拠点の形成 

関西の中心に位置する面積約390haの広大な埋立地 

開発の概要 開発の概要 

http://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_content/content/000685478.pdf
http://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_content/content/000685478.pdf
http://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_content/content/000685478.pdf
https://www.nissin-tw.co.jp/company/base/warehouse/detail/post_11.html
https://www.nissin-tw.co.jp/company/base/warehouse/detail/post_11.html
https://www.nissin-tw.co.jp/company/base/warehouse/detail/post_11.html
https://www.nissin-tw.co.jp/company/base/warehouse/detail/post_11.html
https://www.nissin-tw.co.jp/company/base/warehouse/detail/post_11.html
http://www.city.kobe.lg.jp/information/project/port/port/img/pro3-3.pdf
http://www.city.kobe.lg.jp/information/project/port/port/img/pro3-3.pdf
http://www.city.kobe.lg.jp/information/project/port/port/img/pro3-3.pdf
http://www.city.kobe.lg.jp/information/project/port/port/img/pro3-3.pdf
http://www.city.kobe.lg.jp/information/project/port/port/img/pro3-3.pdf
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訪日外国人取り込みを狙ったコンビナート跡地の活用可能性 

 

期待される効果 

クルーズ船の寄港回数 

 

コンビナート跡地の活用可能性 ②インバウンドニーズへの対応 
インバウンド（訪日外国人旅行客）の更なる取り込みに向けた、ゲートウェイ機能としての活用も検討可能 

近年、訪日外国人旅行市場は
人数・旅行消費額ともに右肩上
がりの成長を果たしている 

政府も「2030年に訪日外国人
数60百万人、旅行消費額15兆
円」という高い目標を掲げ、誘
客・消費取込に注力 

かかるなか、湾岸地域に位置
するコンビナートをゲートウェイ
機能として活用することで、更
なるインバウンド取り込み、周
辺地域の活性化への貢献が期
待できる 

雇用創出 

新規財源獲得 

外国人誘致 

地域振興 

MICE 

エンタメ 

飲食店 

ホテル 

カジノ 

統合型リゾート 

繁華な複合施設 

0

1,000

2,000

3,000

13 14 15 16 17

（回） 

（年） 

（出所）国土交通省「国土交通省におけるクルー 

     ズ振興の取組について」より弊行作成 

（百万人） 

訪日外国人のゲートウェイ機能としての活用 

’13-’17CAGR 

28.9% 

（出所）日本政府観光局（JNTO）「訪日外客統計」、内閣府「明日の日本を支える観光ビジョン」などをもとに弊行作成 

8.6  
6.2  8.4  10.4  

13.4  

19.7  
24.0  

28.7  

40.0  

60.0  

0

20

40

60

'10 '11 '12 '13 '14 '15 '16 '17 '20 '30

政府目標 

（年） 

’10-’17CAGR 

18.8% 

（兆円） 

1.1  0.8  1.1  1.4  2.0  

3.5  3.7  
4.4  

8.0  

15.0  

0

5

10

15

'10 '11 '12 '13 '14 '15 '16 '17 '20 '30

’10-’17CAGR 

22.0% 

（年） 

政府目標 

訪日外国人数と政府目標 訪日外国人旅行消費額と政府目標 

地域経済 

活性化 

雇用創出 

遊休地の 

活用 

新規財源 

確保 

宿泊施設 

購買施設 商業施設 

飲食店 

観光地 

期待される効果 

 地域経済活性化 

 遊休地の活用 

 雇用創出 

 新規財源確保 

訪日外国人 

周辺地域の活性化 

インバウンドの 

更なる取り込み 
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資産活用に向けた論点 

国・地方自治体の連携イメージ 

 

コンビナート跡地活用に向けて想定されるネック 
ただし、跡地活用に向けては、土壌汚染を始めとするネックが想定される 

跡地活用に向けては、土壌汚
染や用途地域制限などのネッ
クが想定される 

土壌汚染では、多額の対策
費用や長期にわたる対策期
間が課題に 

用途地域制限については、コ
ンビナートの用途地域は工業
専用地域となっており、建築
物の制限が多いため、再開
発の選択肢が限定的に 

都市計画法等 土壌汚染対策法 

（出所）各種資料より弊行作成 

 環境基準値超過、土壌汚染対策の必要 

 売却額を超える対策費用の見通し 

 5,6年という長期の対策期間 

→売却交渉は白紙、商業施設への再開発計画は凍結 

事例 

約200億円 

門真市工場跡地 商業施設 

石油元売保有不動産は土壌汚染対策の対象 

 

 多額な費用 

 長期の対策期間 

→低未利用地の再開発・有効活用が進まない要因に 

課題 

都市計画法や港湾法で定められた一定の地区地域は建築
物・構築物の用途を制限される 

 

コンビナートは工業専用地域に立地→、工場、物流施設、
事務所等以外の利活用は厳しく制限 

 

・都市計画法（港湾法） 
→コンビナートのある臨海工業地域は臨港地区に指定 

→利用形態を踏まえ分区指定、建築物の用途規制。建築
基準法上の用途規制を受けない。 

主体は港湾管理者（地方公共団体） 

市街化区域内ならば臨港地区は建築基準法の用途地域の
制限を受ける。 

 

・用途地域の変更や用途制限の緩和、大規模跡地の活用
には、行政の許認可が必要で時間を要する 

 

 土壌汚染（マスト）→調査費用、対策費用
が高額 

 都市計画・用途地域 

 ⇒民間だけの力だけでなく、政策支援も必
要。この際、METIの範疇を超えて、政府全
体として後押しする必要性あり 

【メモ】 
 国の課題／地方の課題 

 土対法&都市計画に収束？ 

 インバウンドで周遊するなら地域跨ぎの協
働も必要 

 結局のところ関連する主体はどんなところ
があるか？（経産省・国交省・総務省・観光
庁・内閣官房・地方自治体・・・？） 

 

 都市計画法や港湾法で定められた一定の地区地域は建
築物・構築物の用途制限があり 

 工業専用地域の場合、工場、物流施設、事務所以外の利
活用が厳しく制限 

→大規模跡地の場合、用途によっては、用途地域の転換や用 

  途制限の緩和が必要。 

用途制限 

○：建築可 ×：建築不可 △：一部建築不可 

地方自治体 地方自治体 地方自治体 

国 

経産省 

環境省 

観光庁 総務省 

国交省 
行政間の
連係 

内閣府 

【メモ】関連する主体 

 地方自治体：都市計画策定、跡地活用・民間との連係 

 国交省：都市計画法関連、低未利用地の利用促進、観光庁インバウンド関連 

 総務省：土地の有効活用、再開発推進に関する税額控除等 

 環境省：環境アセス、土壌汚染対策関連 

 内閣府：地方創生、民間都市開発投資推進、規制緩和・改革、経済活動の促進 

 経産省：産業競争力強化、事業活動の高度化、産業集積の形成および活性化等 

 売り手：石油元売、化学メーカー 

 買い手：地方自治体、民間事業者（物流、小売・流通、デベロッパー、メーカー、情報
通信等） 

 その他：住民、NPO、建設関連、金融機関等 

 

（出所）環境省HP、国交省HP、横浜市都市整備局HP、各種報道記などをもとに弊行作成 

（注）1. その後、2018年3月に売却契約を締結済との報道（2018.3.26日経産業新聞） 
 2. 床面積10,000㎡以下のもので、物品販売店舗および飲食店を除く店舗は建築可。床面積10,000㎡超は建築不可 

 3. 床面積10,000㎡以下のカラオケボックス等は建築可 

 

事例 

所在 横浜市神奈川区橋本町2丁目（約7.1ha） 

用途地域 工業専用地域（都市再生特別地区） 

転換前 旧日本鋼管造船所跡地 

地区計画 分譲集合住宅・業務施設 ・商業施設 

土壌汚染 

（土壌汚染
対策法） 

第3条 第4条 

汚染調査
義務 

有害物質使用特定 

施設廃止時 

一定規模（3,000㎡） 
以上の形質変更時 

対象 

不動産 

用途地域制限 

用途地域による 

建築物用途制限 

（建築基準法） 

住
宅
 

飲
食
店
 

店
舗
 

遊
戯
 

施
設
 

旅
館
 

ホ
テ
ル
 

倉
庫
 

工
場
 

工業専用地域 × ×2 ×3 × ○ 

工業地域 ○ △ △ × ○ 

準工業地域 ○ ○ ○ ○ △ 

特定有害物質の 

使用がある土地 
3,000㎡以上の土地 

コンビナートは土壌汚染対策の対象 

多額の費用 長期の対策期間 

概要 

課題 

事例 

概要 

課題 

事例 

Panasonic／ 

門真市工場跡地 

三井不動産／ 

商業施設 

多額の費用（売却額を超過）、 

対策期間の長期化を原因として 

売却交渉は白紙に1 

売却検討 

分譲マンション 

業務施設 

商業施設 

都市再生 

特別地区 

指定 

横浜市の特別地区指定を受け、 

都市的機能へ土地利用を転換 

再開発の選択肢が限定的 

コンビナートは厳しい用途地域制限の対象 

日本鋼管／ 

造船所跡地 

工業専用地域 

2015年 

2004年～ 
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保有資産の有効活用に向けた官民連携の重要性 
コンビナートを始めとする保有資産の有効活用に向けては、民間企業だけでは対応しがたい課題も想定されることから、官民連携が重要 

資産の有効活用に向けた官民連携の重要性 

 

（出所）弊行作成 

コンビナートを始めとする保有資産の有効活用に向けては、民間企業だけでは対応しがたい課題（土壌汚染・用途地域制限等）も想定されることから、
中央省庁をはじめ、地方自治体などとの横断的な連携（官民連携）が重要になると考えられる 

中央省庁 民間企業 地方自治体 

etc. etc. 

経産省 環境省 

文科省 

総務省 

国交省 

内閣府 

石油 

元売 
化学 

鉄道 

海運 

物流 

金融 

都道 

府県 

市区 

町村 

保有資産の有効活用 
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Divider 1 

Appendix. 

石油業界の保有資産 
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 規模は小さく、都心部・郊外の
ロードサイドに立地 

 製油所付近に隣接している臨
海型と、消費地郊外にある内陸
型に分かれる 

 沿岸部に立地し、規模が大きい 

 IC・駅に近いケースが多い 

 従業員が多く、地域社会への影
響力が大きい 

石油業界保有資産の特徴 

（年度） 

石油業界保有資産の整理 

石油業界が保有している不動
産を見ると、製油所・油槽所・
SSのいずれも過去10年で減少 

今後も石油製品の需給にあわ
せて各資産の削減が進むとみ
られる 

（出所）資源エネルギー庁石油設備調査、経済産業省統計などをもとに弊行作成 

事
業
所
数 

特
徴 

29 

22 

0

10

20

30

2006 2016

（箇所） 

45,792  

31,467  

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

2006 2016

4,044  
3,597  

0

1,500

3,000

4,500

2005 2015

種
類 

製油所 油槽所1 
サービス 

ステーション 

（箇所） （基） 

OIL 

製油所・油槽所・SSとも石油需要の減少に伴い、過去10年で減少 

（注） 1. 貯油タンク基数は原油・半製品・燃料油の合計（但し、製油所設置分は除く） 
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